
地域連携に活用できる

ビッグデータ・オープンデータとは
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自己紹介

◇和歌山県庁職員として採用

‣専門職員【情報技術職】

◇経歴

‣和歌山県立医科大学では、県下初の統合化された「病院情報システム」を本格導入

‣情報システム課では、県行政ネットワーク「きのくにe-ねっと」・シンクライアントシステム・イン

ターネットサーバなど県の基幹システムを導入（更新）

‣農林水産総務課では、県果樹試験場で初めての実機によるドローン研修会を開催

‣(国研)海洋研究開発機構（出向）では、スーパーコンピュータを使って県沿岸部の津波増幅率を計算

‣防災企画課では、県教育委員会と連携し防災ナビアプリを活用した避難方法を高校生にも普及啓発

（星林高校、海南高校、串本西中学校などの防災訓練で講演）

【地域との関わり】

・和歌山県有田市宮原町滝自治会 役員（平成２７年度）

・東京都品川区立日野学園PTA 役員（平成２９年度）＊全国初の施設一体型の小中一貫校

・和歌山県有田市立文成中学校PTA 副会長（令和４年度～）

・和歌山県有田市宮原町青少年育成会 副会長（令和４年度～）
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本日のアジェンダ 3

1. これからの社会・大学

2. 県のビジョン

3. 取組事例
 ①機械学習を使った最新研究（こんなことが出来る！！）

 ②ビッグデータによる地域分析（地域のことをよく知る！！）

 ③オープンデータへの取組

 ④人材育成

4. 利活用ツールの紹介

5. データ利活用なんでも相談所



１.これからの社会・大学 4

CPSによる「データ駆動型社会」
＊CPS：Cyber Physical System。デジタルデータの収集、蓄積、解析、解析結果の実世界へのフィードバックという実世界とサーバー空間との相互連関

＊データ駆動型社会：Iotによるモノのデジタル化・ネットワーク化によって様々な産業社会に適用され、ディジタル化されたデータがインテリジェンスへと

変換され現実世界に適用されることによって、データが付加価値を獲得して現実世界を動かす社会。

出典：経済産業省 産業構造審議会 商務流通情報分科会 情報経済小委員会 H27.5



サイバー空間とフィジカル空間の高度な融合 5

出典：内閣府HP 内閣府の政策>科学技術政策>Society5.0

Society5.0では、フィジカル空間のセンサーからの膨大な情報がサイバー空間に蓄積され
る。この「ビッグデータ」を人工知能（AI)が解析、その解析結果がフィジカル空間の人
間に様々な形でフィードバック



ビッグデータの定義と範囲 6

出典：平成２９年版 情報通信白書

①政府：国や地方公共団体が提供する「オープンデータ」

「オープンデータ」は、ビッグデータとして先行している分野であり、「官民データ活用推進基本法」を踏まえ、政府や地方公共団体などが保
有する公共情報について、データとしてオープン化を強力に推進することとされている。

ビッグデータの種別に関する分類は様々な考え方があるが、個人・企業・政府の３つ
の主体が生成しうるデータに着目して大きく以下の「４つに分類」

②企業：暗黙知（ノウハウ）をデジタル化・構造化したデータ「知のデジタル化」
「知のデジタル化」とは、農業やインフラ管理からビジネス等に至る産業や企業が持ちうるパーソナルデータ以外のデータとして捉えられる。
今後、多様な分野・産業、あるいは身の回りに存在する人間のあらゆる知に迫る、様々なノウハウや蓄積がデジタル化されることが想定される。

③企業：M2M(Machine to Machine)から吐き出されるストリーミングデータ 「 M2Mデータ」
M2Mデータは、例えば工場等の生産現場におけるIot機器から収集されるデータ、橋梁に設置されたIot機器からのセンシングデータ等があげら
れる。この「M2Mデータ」と「知のデジタル化」の２つは、情報の生成及び利用の観点から、主として「産業データ」と呼ぶ。

④個人：個人の属性に係る「 パーソナルデータ」
「パーソナルデータ」は、個人の属性情報、移動・行動・購買履歴、ウエアブル機器から収集された個人情報を含む。また、後述する「改正個人情
報保護法」においてビッグデータの適正な利活用に資する環境整備のために「匿名加工情報」が設けられたことを踏まえて、個人の特定を識別でき
ないように加工された人流情報、商品情報等も含まれる。



最近の大学のカリキュラム 7

下記プログラムで大学１年生から授業を実施している大学が大幅増 （R3～R4年度の認定数 計１５５大学）

出典：文部科学省 R4.8.24報道発表資料「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度」



「数理・データサイエンス・AI人材育成」の状況（近畿圏）

授業内容 和歌山県との関連

◇和歌山大学
（県と連携協定締結）

●リテラシーレベル
□社会インフォマティクス学環（２０２３年春～）
□地元企業と連携
（サイバーリンクス、紀陽銀行・オークワ）

・リテラシーレベルの授業のために、県専門職員を派遣
「データサイエンスへの誘い」について講義
・和歌山大学データ・インテリジェンス教育研究部門の
「数理・データサイエンス・AI教育アドバイザリー・ボー
ド」の委員に就任

◇滋賀大学
（県と連携協定締結）

●リテラシーレベル＋応用基礎レベル
□データサイエンス学部 ＊全国初
□データサイエンス研究科

連携協定に基づき、滋賀大学大学院データサイエンス研究
科（博士前期課程）に県職員を１名派遣

◇京都大学 ●リテラシーレベル＋応用基礎レベル 県有識者会議（＝県データ利活用推進のアドバイザー）の
委員として参加

◇大阪大学 ●リテラシーレベル＋応用基礎レベル 県有識者会議（＝県データ利活用推進のアドバイザー）の
委員として参加

◇神戸大学 ●リテラシーレベル 県有識者会議（＝県データ利活用推進のアドバイザー）の
委員として参加
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※上記大学のほか、滋賀医科大学、関西学院大学、関西大学、和高専など（リテラシーレベル）も認定を受けて取組中

大学や学部により、認定カリキュラム（内容の深度等）の内容は異なるものの、各
大学とも統計やデータサイエンスについて本格学習をスタート



事例１「和歌山大学 インフォマティクス学環（2023年4月)」 9



事例２「大阪大学 新１年生のデータサイエンス授業内容」 10

「数理・データサイエンス・AI教育プログラム」として、「リテラシーレベル」と
「応用基礎レベル」の２つの教育プログラム提供がある。卒業要件の科目で構成

▶リテラシーレベル：
デジタル社会において、数理・データサイエンス・AIを日常の生活、仕事等の場で使いこなすことができる基礎

的素養を主体的に身に付けることができる科目

▶応用基礎レベル：
DXが各業界に変化をもたらす中においてデータ・AIの活用を実践するための基礎を獲得することを目指した科目

使用テキスト「統計解析入門 白旗慎吾著」

・・データを能動的に収集し分析できること
はアカデミックな研究や実務で必須の能力。
そのためには、統計的推定の具体的な方法論
と確率分布の数学的な基礎を学び、それらの
意味と意義、特徴と限界を知る。・・

統計学C-1の講義の説明（抜粋）

大学数学レベル

（例）リテラシーレベル受講（工学部１年生）
易

難



2.和歌山県のビジョン 11

日本のデータ利活用拠点をめざして、産官学の連携によりデータ利活用を推進し、
行政課題の解決や県内企業の競争力を強化

データ利活用の全体戦略

＜基本目標＞

＜プランの期間＞

＜推進体制＞

本プランの推進により、本県が達成すべき事項として、以下の５項目を設定

(1)日本のデータ利活用拠点の構築
(2)統計的思考・エビデンスに基づく行政の推進
(3)データ利活用による県内産業の活性化
(4)データ利活用した健康寿命の延伸と健康経営の推進
(5)県民の統計リテラシー向上

R3～R7年度までの5年間

本プランに基づき、庁内関係課が連携し、データ利活用の推進に関する施策に取組む。
また、データ利活用に関する専門家との人的交流や、国や研究機関、民間企業等との協定に基
づく連携体制を最大限に生かして、今後もさらに、産官学との連携を強化した推進体制を構築
していく。

＊和歌山県データ利活用推進プランを策定
(H28.9策定のプランをR3.4に改定)



データ利活用の推進拠点 12

平成３０年４月１日に、「政府関係機関の地方移転」の一環として、総務省統計局及
び独立行政法人統計センターが設置する「統計データ利活用センター」と和歌山県が
設置する「和歌山県データ利活用推進センター」が併設する形で開所。

センターの主な業務 施設概要（国センターと同フロアー）

▽証拠に基づく政策立案「EBPM」を推進するための分析・研究拠点

▽データ利活用の重要性・有用性を発信するための情報発信拠点

▽未来を担うデータ利活用人材を育成するための人材育成拠点

▽統計データ利活用センターや県内産業の活性化を図るための連携・支援拠点

【設置場所】
南海和歌山市駅ビル５F

（和歌山市東蔵前丁）

推進体制
国・県両センターの

エントランス

最大90名収容の大会議室
（大型プロジェクタ、音響設備、Wifi通信環境、

研修用PC50台）

談話室
（コンサルティングルーム）

企画部企画政策課データ利活用推進班
（和歌山県データ利活用推進センター）

▽非常勤顧問（岡山大学特任教授）
▽事務職員（３名）
▽任期付のデータサイエンス専門職員（２名）



3.取組事例

自治体におけるデータ利活用の事例として、「４つ」ご紹介します

1. 機械学習の活用事例（和歌山市空き家分布推定の共同研究）

 機械学習の手法を活用し、和歌山市の空き家分布を推定

 市町村が保有する行政データ、国が保有するミクロデータを使用

2. ビッグデータの活用事例（｢魅力ある地域づくり」のための分析支援）

 県内の地域ごとの長所・短所をレーダーチャートを用いて可視化

 分析にあたり、全国市町村の55個の指標を収集し、データベースを構築

 国市町村の55個の指標を収集し、データベースを構築

3. オープンデータへの取組

4. 人材育成
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①和歌山市空き家分布推定の共同研究
（研究者：県センター徳冨副主査）

第７回 地方公共団体における統計データ利活用表彰「特別賞」を受賞
（主催 総務省）



研究の背景と目的

空き家の現地調査における課題
 手間と費用が掛かるため、調査に未着手の自治体が存在

 調査結果の更新は、すべての自治体にとって負担

研究目的
 和歌山市が保有する行政データおよび国が保有するミクロデータから、

空き家分布を推定する機械学習モデルを構築→自治体の負担軽減に貢献
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研究体制 16

プロジェクト全体の統括、ミクロデータの提供

機械学習モデルの構築

行政データの提供

ミクロデータの申請準備、東京大学の分析支援、
他市町村の空き家分布推定



2種類の機械学習モデルの構築 17

住所の整形

ジオコ－ディング

建物へのデータ集約

空き家分布推定モデルの構築

住基 建物登記 水道 空き家調査

和歌山市の行政データを用いた
空き家分布推定モデル

国勢調査＋空き家調査を用いた
空き家分布推定モデル

国勢調査の変数で推定モデルを構築

空き家調査

国勢調査

地域ごとの空き家割合を集計

※住宅・土地統計調査の変数を追加したモデルも作成し、
精度が向上することを確認しています



分析結果の可視化 18

国勢調査＋空き家調査を用いた
空き家分布推定モデル

〈地域ごとの空き家割合の推定〉

和歌山市の行政データを用いた
空き家分布推定モデル

〈建物ごとの空き家判定〉(イメージ)

出所：(左図)秋山 (2022) ｢官民ビッグデータを結集したEBPM推進～空家分布調査の事例～｣
令和3年度和歌山県データアナライズセミナー、2022年2月15日(発表者が一部加工)

(右図)秋山他 (2021) ｢令和2年度和歌山県における空き家分布推定に関する研究成果報告書｣､ p. 16



2種類の推定モデルの用途 19

和歌山市の
行政データ

推定モデル

和歌山市の空き家情報の更新

他市町村への適用(精度は低下)

行政データが使えない
自治体で活用

国勢調査
＋

空き家調査

推定モデル



行政データの加工と統合｜変数の作成 20

世帯番号変換番号、年齢、性別、住所、etc.

建物内最高年齢、建物内最少年齢、建物内人員数

住基
(2019年4月現在)

所在地、原因及びその日付、建物の種類、
建物構造、各階の床面積、etc.

木造ダミー、鉄骨造ダミー、RC_SRCダミー、
築年数、延床面積、階数

建物登記
(2018年10月現在)



行政データの加工と統合｜変数の作成 21

緯度経度情報、所在地、etc.

空き家ダミー

空き家調査
(2016～2017年に現地調査)

管理コード、住所、閉栓開栓情報、閉栓日、使用水量、etc.

2017年平均使用水量、2018年平均使用水量、
開栓ダミー、閉栓月数

水道
(2019年5月現在)



行政データの加工と統合｜ジオコーディングの必要性

4つの行政データを統合する方法

1. 住所を整形して名寄せする・・・住所の表記ゆれの修正が大変

 ジオコーディングでエラーにならない程度の整形に留める

2. ジオコーディングで建物を特定 → 同じ建物に入ったレコード同士を結合
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和歌山県和歌山市井ノ口

和歌山県和歌山市井ﾉ口

和歌山県和歌山市井の口

和歌山県和歌山市松が丘1丁目1番地1

和歌山県和歌山市松ガ丘一丁目1番地の1

和歌山県和歌山市松ケ丘一丁目1-1

和歌山県和歌山市松ヶ丘1-1-1



行政データの加工と統合｜ジオコーディングの例 23

和歌山県和歌山市東蔵前丁3-17

34.2361444, 135.1665891

ジオコーディング

地図にマッピング
※実際はゼンリンの

住宅地図にマッピング



行政データの加工と統合｜行政データのマッピング

• 住基、建物登記、水道の住所をジオコーディングして、

取得した緯度経度でマッピング

• 空き家調査は緯度経度があるので、すぐにマッピングできる

24

1 2 3

4 5 6

建物1 すべての行政データが利用可能

建物2～5 一部の行政データが利用可能

建物6 利用可能な行政データなし



機械学習の手法として XGBoost を採用

 予測精度が高い、欠損値を扱える

機械学習モデルの構築 25

③ テストデータで性能評価

全データ

① 統合した行政データを7:3に分割

学習データ

テストデータ

空

き

家

ダ

ミ

ー

② 推定モデル
の構築



• 現地調査の62% (≒100×835/1,348) をカバー

• 予測した空き家のうち、93% (≒100×835/896) が実際に空き家

予 測

空き家 非空き家 合計

現地調査

空き家 835 513 1,348

非空き家 61 25,100 25,161

合計 896 25,613 26,509

テストデータでの予測結果 26



テストデータでの予測結果の図解 27

現地調査

予測

非空き家

どれだけ予測に成功した？ ・・・・・・・・

予測成功 予測失敗

93%

どこまで現地調査をカバーできてる？ ・・・

62%

空き家

予測成功

空き家

予測成功



国勢調査の変数だけで推定モデルを構築 28

和歌山市の
行政データ

推定モデル

和歌山市の空き家情報の更新

他市町村への適用

行政データが使えない
自治体で活用

国勢調査
＋

空き家調査

推定モデル



国勢調査の変数だけで推定モデルを構築 29

メリット

• データの形式が全国共通なので、

プログラムの使い回しが可能

• 日本全国の空き家率が予測できる

デメリット

• 建物単位での予測ができない

• 5年に1回しか予測を更新できない

地域ごとに計算

性能評価

学習データ

テストデータ

空

き

家

割

合

推定
モデル



予測結果｜予測空き家率と実際との差 30

市街地では実際よりも低く
予測してしまう地域が多い

• 郊外では実際の空き家率に近い予測
• 一部地域では実際より高めに予測

出所：秋山他 (2021) ｢令和2年度和歌山県における空き家分布推定に関する研究成果報告書｣､ p. 16



令和4年度の計画

1. 空き家分布の推定手法をマニュアル化して、各自治体に提供

 簡単な操作で推定結果を出力できるツールも作成・提供

2. 空き家調査結果を更新予定の市町村を対象に空き家分布を推定、

結果に基づいて現地調査を実施

3. 他県(群馬県、長野県)での空き家分布推定の

取り組みに対する技術支援

31



②｢魅力ある地域づくり｣のための分析支援
（研究者：県センター徳冨副主査）



分析の背景・内容

• 県地域政策課から、｢地域づくりの指針を策定したい｣と相談

• 指針を策定するには、地域ごとの長所・短所を知る必要

• 長所・短所を知るために、以下の作業を実施

 地域の住みよさを表すと考えられる5つの尺度を設定

 それぞれの尺度において様々な指標を収集してスコア化

 レーダーチャートにより地域の長所と短所を可視化

• 2回のセミナーを通じて、各市町村に分析結果と

短所改善の参考になりそうな全国の施策を紹介

 当センターは収集したデータと分析手法について解説した

33

各地域で優先的に取り組むべき行政課題を検討する際の参考にしてもらう



住みよさの尺度の設定

• 市町村の住みよさを測定するために、5つの尺度を設定

 労働

 社会基盤

 利便性・居住

 医療・福祉

 教育・交流

• それぞれの尺度について様々な指標を収集してスコア化することで、

各尺度を1つの数値で表現することが可能

34

どんな指標を収集した？ どうやってスコア化した？



収集した指標｜労働 35

指 標 データの出所 データの収集場所

納税義務者一人当たり課税対象所得 市町村税課税状況等の調(R2) 統計でみる市区町村のすがた

人口当たり製造品出荷額 国勢調査(H27)、経済センサス活動調査(H28) e-Stat

人口当たり農業産出額 国勢調査(H27)、市町村別農業産出額(推計)(H29) e-Stat

事業所新設率 経済センサス活動調査(H28) e-Stat

廃業率 経済センサス活動調査(H28) e-Stat

雇用者に占める正規の職員・従業員の割合 国勢調査(H27) e-Stat

従業者あたり付加価値額 経済センサス活動調査(H28) e-Stat

昼夜間人口比率 国勢調査(H27) e-Stat

完全失業率 国勢調査(H27) e-Stat

産業小分類のうち、
事業所が存在するものの数

経済センサス活動調査(H28) e-Stat

地域政策課が収集 当センターが収集



収集した指標｜社会基盤 36

指 標 データの出所 データの収集場所

人口当たり公園面積 国勢調査(R2)、公共施設状況調査(R1) e-Stat

市町村道道路改良率 道路統計年報(R2) 国土交通省

汚水処理人口普及率 令和元年度末の汚水処理人口普及状況について(R1) 国土交通省

水道料金 地方公営企業年鑑(R1) 総務省

鉄軌道の駅の数(住基人口1万人当たり)
国土数値情報(鉄道データ)(R1)、
住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査(R2)

都市モニタリングシート
(国土交通省)

基幹的公共交通路線の徒歩圏人口
カバー率

国土数値情報(鉄道データ、バス停留所データ)(H28)、
鉄道事業者の公式ウェブサイト(H28)

都市モニタリングシート
(国土交通省)

光ファイバー利用可能世帯率 県情報政策課から提供 ー

歩道設置率 全国都市交通特性調査(H27)
都市モニタリングシート
(国土交通省)

携帯基地局数 OpenCellid (R3、10月時点) OpenCellid

地域政策課が収集 当センターが収集



収集した指標｜利便性・居住 37

指 標 データの出所 データの収集場所

一般廃棄物リサイクル率 一般廃棄物処理事業実態調査(H30) e-Stat

人口千人当たり小売店数 国勢調査(H27)、経済センサス活動調査(H28) e-Stat

人口千人当たり飲食店数 国勢調査(H27)、経済センサス活動調査(H28) e-Stat

人口1万人当たり小売店舗従業者数 国勢調査(H27)、経済センサス活動調査(H28) e-Stat

人口1万人当たり飲食店従業者数 国勢調査(H27)、経済センサス活動調査(H28) e-Stat

人口1万人当たり
｢その他の生活関連サービス業｣事業所数

国勢調査(H27)、経済センサス活動調査(H28) e-Stat

人口1万人当たり
｢その他の生活関連サービス業｣従業者数

国勢調査(H27)、経済センサス活動調査(H28) e-Stat

人口1万人当たり｢娯楽業｣事業所数 国勢調査(H27)、経済センサス活動調査(H28) e-Stat

人口1万人当たり｢娯楽業｣従業者数 国勢調査(H27)、経済センサス活動調査(H28) e-Stat

通勤時間 住宅・土地統計調査(H30) e-Stat

住宅地平均地価 国土交通省地価公示・都道府県地価調査(R3)
国土交通省地価公示・
都道府県地価調査

食料品アクセス困難人口の割合 食料品アクセスマップ(H27) 農林水産政策研究所

住宅地地価対前年変化率
国土数値情報(地価公示データ、
都道府県地価調査データ)(R2)

都市モニタリングシート
(国土交通省)

商業施設の徒歩圏人口カバー率 商業統計メッシュ(H26)
都市モニタリングシート
(国土交通省)

市民一人あたりの自動車CO2排出量 全国道路・街路交通情勢調査(H27)
都市モニタリングシート
(国土交通省)

地域政策課が収集 当センターが収集



収集した指標｜医療・福祉 38

指 標 データの出所 データの収集場所

人口千人当たり医師数 国勢調査(R2)、医師・歯科医師・薬剤師統計(H30) e-Stat

老年人口千人当たり介護老人保健施設定員数 国勢調査(H27)、介護サービス施設・事業所調査(H29) e-Stat

保育所待機児童率 県子ども未来課から提供(R2) ー

未就学児童に対する保育施設定員
新子育て安心プラン実施計画(R3)、
住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査(R2)

厚生労働省、e-Stat

介護保険料
第7期計画期間における介護保険の第1号保険料
及びサービス見込み量等について(H30)

厚生労働省

人口1万人当たりの(一般診療所＋病院)数 国勢調査(R2)、医療施設調査(H30) e-Stat

人口1万人当たりの病床数 国勢調査(R2)、医療施設調査(H30) e-Stat

医療福祉施設の徒歩圏人口カバー率 国土数値情報(医療機関データ)(H26)
都市モニタリングシート
(国土交通省)

福祉施設の徒歩圏人口カバー率
国土数値情報(福祉施設データ)(H27)、
厚生労働省 介護サービス情報 公開システム(H27)

都市モニタリングシート
(国土交通省)

1人あたりの国民健康保険医療費 国民健康保険事業年報(H30) e-Stat

地域政策課が収集 当センターが収集



収集した指標｜教育・交流 39

指 標 データの出所 データの収集場所

人口千人当たり教養技能教授業者数 国勢調査(R2)、経済センサス活動調査(H28) e-Stat

人口当たり市町村立体育施設面積 国勢調査(R2)、公共施設状況調査(2019) e-Stat

平均修学年数 国勢調査(H22) e-Stat

12～17歳人口千人当たり学習塾従事者数 国勢調査(H27)、経済センサス活動調査(H28) e-Stat

外国人居住者の割合 国勢調査(H27) e-Stat

人口10万人当たりの公民館・図書館等の施設数 国勢調査(H27)、経済センサス活動調査(H28) e-Stat

人口10万人当たりの公民館・図書館等の従業者数 国勢調査(H27)、経済センサス活動調査(H28) e-Stat

人口1万人当たり小学校教員数 国勢調査(R2)、学校教員統計調査(R1) e-Stat

人口1万人当たりの
｢その他の教育、学習支援業｣事業所数

国勢調査(H27)、経済センサス活動調査(H28) e-Stat

人口1万人当たりの
｢その他の教育、学習支援業｣従業者数

国勢調査(H27)、経済センサス活動調査(H28) e-Stat

人口1万人当たりの｢学校教育｣従業者数 国勢調査(H27)、経済センサス活動調査(H28) e-Stat

地域政策課が収集 当センターが収集



収集した指標のデータベース化

収集した指標を市町村単位でデータベース化した

(福島県の一部の町村を除く)

40



zスコアの計算

• 前スライドのデータベースは、各指標の単位がばらばらなので、

足し算等の演算ができない (＝統合ができない)

• 各指標を標準化 (＝zスコアの計算) すると単位がなくなり、

足し算等の演算が可能に

zスコアの計算方法

元の値−全国平均

標準偏差

※標準偏差・・・指標のばらつきを表す数値

41

zスコアはどのように解釈すれば良い？



zスコアの解釈

• zスコアは、元の値が全国平均より大きければプラス、

小さければマイナスになる

• 全国平均に等しければゼロ

• zスコアが 1 以上 (-1 以下) であれば、元の指標の大きさは

全国の中でも上位 (下位) に位置している

• zスコアが2以上 (-2 以下) であれば、元の指標の大きさは

全国の中でもトップクラス(ほぼ最下位)に位置している

42

ほぼ最下位 下位 平均的 上位 トップクラス

-2 -1 0 1 2

zスコア

完全失業率などはzスコアが大きいほど下位になるのでは？



zスコアの符号反転

以下の指標についてはzスコアの符号を反転

• 廃業率

• 完全失業率

• 水道料金

• 食料品アクセス困難人口の割合

• 通勤時間

• 市民一人あたりの自動車CO2排出量

• 保育所待機児童率

• 介護保険料

• 一人あたりの国民健康保険医療費

43

大きい値＝良い､ 小さい値＝悪い､ という解釈が可能に



zスコアのデータベース化

zスコアを市町村単位でデータベース化

(福島県の一部の町村を除く)
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レーダーチャートの作成｜和歌山市

各指標のzスコアの平均値を求め、レーダーチャートを描く

45

全ての尺度でzスコアが0付近→数値だけで言えば平均的な住みよさ
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弱みを改善する参考施策の紹介

それぞれの尺度でzスコアの低い指標を改善するにはどうすれば良いか、

参考となる全国の施策を地域政策課から紹介

46

・
・

・



③オープンデータの取組
（県情報政策課所管）



オープンデータ推進の考え方 48

 オープンデータ推進の基本的な考え方及び運用方針

「和歌山県オープンデータの推進に関する指針」を策定（平成28年3月）

 オープンデータカタログサイトを開設（https://odcs.bodik.jp/300004/）

 庁内のオープンデータを集約し、利用ルールを定めて公開

 各所属にオープンデータの推進を啓発

 各所属で自由にデータをアップロードや更新が可能

（１）保有するデータを積極的にオープンデータとして公開
（２）可能な限り、機械判読可能な形式で公開
（３）取組可能なデータから速やかに着手
（４）営利、非営利目的を問わずオープンデータの活用を促進

基本原則

https://odcs.bodik.jp/300004/


オープンデータに取り組む地方公共団体数の推移 49

 官民データ活用推進基本法第11条において、「国及び地方公共団体は、自らが保有する官民データについて、
個人・法人の権利利益、国の安全等が害されることのないようにしつつ、国民がインターネット等を通じて容易に
利用できるよう、必要な措置を講ずるものとする」と記載。

 令和４年6月28日時点の取組率は、約71％（1,270/1,788自治体）。

※ 自らのホームページにおいて「オープンデータとしての利用規約を適用し、データを公開」又は「オープンデータであることを表示し、
データの公開先を提示」を行っている都道府県及び市区町村。 （デジタル庁調べ）

地方公共団体のオープンデータ取組済み（※）数の推移
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和歌山県オープンデータカタログサイト 50



掲載データ 51

＜カテゴリ＞

①国土・気象
②人口・世帯
③労働・賃金
④農林水産業
⑤鉱工業
⑥商業・サービス
⑦企業・会計・経済
⑧住宅・土地・建設
⑨エネルギー・水
⑩運輸・観光
⑪情報通信・科学技術
⑫教育・文化・スポーツ・生活
⑬行財政
⑭司法・安全・環境
⑮社会保障・衛生
⑯国際
⑰健康・福祉
⑱地域コミュニティ
⑲子育て
⑳くらしの情報

①避難先一覧、和歌山県内の道路規制情報、津波浸水想定図など
②統計年鑑
③毎月勤労統計など
④保安林など
⑤鉱工業生産指数など
⑥わかやま観光情報、商業統計調査、商業動態調査など
⑦わかやま子育て支援パスポート協賛店、地価調査など
⑧地価調査、地価公示調査など
⑨統計年鑑
⑩サイクルステーション登録施設一覧など
⑪フリーWi-Fiの設置施設
⑫農林大学校受験者数・入学者数の推移、学校基本調査など
⑬市町村税政の概況、市町村財政状況資料集など
⑭水質汚濁防止法に基づく特定事業場一覧など
⑮HACCP市システム認証施設一覧、国民健康保険事業状況など
⑯データ「無」
⑰新型コロナウイルス感染症、障害特性に配慮した福祉避難所など
⑱県立図書館の年間貸出ランキング、県内観光地の主な公共トイレなど
⑲わかやま子育て支援パスポート協賛店
⑳県民の友など

＜データセット例＞

R4.10.14現在



オープンデータとは 52

 オープンデータとは、機械判読に適したデータ形式で、二次利用可能

な利用ルールのもと提供するデータこと。

 自治体が保有する公共データを、住民や企業が利用しやすい形で公開

することで新たな価値やサービスを生み出すことが期待される。

自治体
オープンデータ
カタログサイト

企業

住民

・アプリ
・サービス
・ビジネス

等



二次利用とは 53

公開されたデータをコピー・加工して利用すること

加工

福祉避難施設一覧

名称 住所 経度 緯度

特別養護老人ホーム　グランリーフ和歌山市南片原２丁目１２135.1844 34.22386

特別養護老人ホーム　アンシアナトー和歌山市松江東１丁目７番２５号135.1346 34.24398

カーサ・デ・ソコロ・アンシアナトー和歌山市松江東１丁目７番２５号135.1346 34.24398

グループ・ホーム　ぷすぷす和歌山市松江東１丁目７番２５号135.1346 34.24398

支援ハウス　カリエンテ和歌山市松江東１丁目７番２５号135.1346 34.24398

特別養護老人ホーム　紀伊松風苑和歌山市園部1６６８－１135.1887 34.27172

救護施設　かつらぎ園 和歌山市園部３６６番地の１135.1893 34.27108



オープンデータに適した形式の例 54

XLSX

CSV

 タイトルや単位など、
データ以外の内容が
記載されている

 セル結合されている

 「▲」「,」など、数値
データの項目に文字
列が含まれている

コンピュータが読み取りやすいデータ

人間が見て分かりやすいデータ

　資料１　2022年4月1日現在の和歌山県の人口（和歌山県人口調査結果）
（単位：人、％）

総数 男 女 人口増減数 自然増減 社会増減 増減率

和歌山市 352,691 165,991 186,700 ▲2,882 ▲2,449 ▲433 ▲0.81

海南市 47,082 21,845 25,237 ▲796 ▲508 ▲288 ▲1.66

橋本市 59,670 28,017 31,653 ▲816 ▲509 ▲307 ▲1.35

有田市 25,760 12,227 13,533 ▲491 ▲270 ▲221 ▲1.87

市町村
2022年4月1日現在 一年間の増減



④人材育成



データ利活用コンペティションの開催 56

・全国の高校生・大学生を対象に、未来を担うデータサイエンス
人材を育成するとともに、全国に向けてデータ利活用の有用性を
発信することを目的として毎年開催。（今年度で第６回目）

・参加者は、募集テーマについて、データを活用してゆかりのあ
る地域に関する現状・課題を分析し、課題解決のためのオリジナ
ルの施策を提案し、優れた作品を表彰する。

第５回の内容（参考）
・テーマ：アフターコロナに向けたまちづくり
・高校生部門

大賞：兵庫県立姫路西高等学校

「公民館でオンライン診療を選択肢の一つに」
データ利活用賞：和歌山県立向陽高等学校

「週末だけ田舎ライフin和歌山」

・審査委員
甲南大学 稲田教授、統計数理研究所 千野教授

立正大学データサイエンス学部 渡辺教授
文部科学省初等中等教育局 長尾主任視学官
統計データ利活用センター 赤谷センター長、県企画部長



入賞 57

ぜひ、入賞を目指して
チャレンジしてください！！



学生向けセミナーの開催 58

＜過去の開催実績＞

〇高校生×夏休みデータサイエンス講座（R3.8月)

・高校生向けに大学レベルの高度な授業とデータサイエン
スの基礎演習が学べるセミナーを開催
・内容

「経済基盤モデルの解説と地域の稼ぐ力と雇用力」
「データサイエンスのキホン」

〇高度な統計数理計算(R1.7月～8月)

・県内の高校生、大学生及び教員向けに、県内で数字に秀
でた人材を育成することを目的に、高度な数学、統計数理
等に関するセミナーを開催
・内容

「データ分析の基礎と応用」
「高校数学から社会への応用」
「高度な数理研究に関する講座」

（データ利活用センター大会議室での研修風景）



４.利活用ツール 59

国が提供している利活用ツールについて、「統計利活用センターのサイト」に各ツールの紹介あり

URL https://www.stat.go.jp/dstart/tool/

◇RESAS・e-statの共通内容
・国が提供している
・インターネット利用でだれでも利用可
・無料

◇RESASの活用メリット
・地域経済に関する様々なビッグデータを、地図
やグラフで分かりやすく「見える化（可視化）」
したシステム
・直観的に使える、わかりやすい画面操作
・データで地域の実情を把握・分析可

◇e-Statの活用メリット
・知りたい統計データを検索・ダウンロード可
・データベース利用でWeb上でグラフを作成可
・統計データを地図上に表示可 (jSTAT MAP)



民間が提供するデータ利活用ツール 60

文化遺産課
教育4館(近代美術館・県立博物館・紀
伊風土記の丘・自然博物館)の来館者の
居住地や年代の分析
→特別展や無料の日の

効果検証

自然環境室
南紀熊野ジオパークセンターやジオサ
イトにおける来訪者の居住地や年代の
分析
→ジオツーリズムの

戦略づくり

循環型社会推進課
ごみの散乱場所と人流の比較分析
→ごみの散乱防止に

活用

果樹園芸課
直売所(めっけもん広場等)における来
客の居住地や年代の分析
→販売促進に活用

観光振興課
県内主要観光地における観光客の居住
地や年代の分析
→観光プロモーション

に活用

防災企画課
コロナによる外出自粛や時短要請等の
人流抑制効果を分析
→人流抑制策の立案

令和3年度 KDDI Location Analyzer のライセンス契約を結び、データ利活用

推進センターと担当課が連携して人流データを分析

令和4年度～ 人流データの活用事例を紹介して、他業務への横展開を目指す

例1：公共交通機関の混雑状況を分析→交通施策に活用
例2：道路の通行量を分析→道路の安全対策に活用

南紀熊野ジオパークセンターでの分析例

ジオフェンスを設定して、
来訪者数の推移を調べる

継続的な人流データの分析により、PR戦略や効果検証に活用

Go To キャンペーン期間中は
県外からの来訪者が増加

0

500

1000

1500

2000

2500
県内

県外

2020年4月 2021年1月

(人)

Go To キャンペーン
(2020年7月22日～12月27日)

〈居住地別内訳〉
Go To キャンペーン期間中の

〈年代別内訳〉

22%…

31%…

47%

(60代以上)

37%

(和歌山県)

22%

(大阪府)

41%

(その他)

・人流データの活用事例の拡大
・さらなるEBPMの推進

データ提供：KDDI・技研商事インターナショナル「KDDI Location Analyzer」
※auスマートフォンユーザーのうち個別同意を得たユーザーを対象に、個人を特定できない処理を行って集計しております。



５.データ利活用なんでも相談所 61

県・県教育委員会・市町村・企業からデータ利活用に関する相談多数有（以下、PRチラシ）

＜相談内容＞

データの読み解き方から分析の相談まで内容は多岐に
渡ります。
最近多い問合せは、アンケート内容の相談で「回収後

に分析するときのことを考慮して取りたい」との相談

（具体例）
・観光スポットにした県外客の流入経路
・△△検査データの分析
・〇〇の経済効果
・□□の利用者数の予測
・県民調査方法の相談
・産業関連表についての相談
・市町村〇〇データの見方について など



最後に 62

ご清聴ありがとうございました。

お気軽にご相談ください。

和歌山県データ利活用推進センター

◇住所
〒640-8203和歌山市東蔵前丁3-17

南海和歌山市駅ビル5階

◇問合せ先 等
・e-メール : e0201003@pref.wakayama.lg.jp
・電話 : 073-488-2430

＊センターHP  : https://datarikatsuyou.pref.wakayama.jp


